
№ テーマ 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

１ 環境分析

第１問　情報通信技術の進
展・普及とＡ社の事業の盛
衰の関連

第１問　Webビジネスと製
造業のビジネスモデルの違い
（知識問題）

第１問　宝飾品市場の環境
分析と特性

第１問　Ａ社の現状の強み 第１問　Ａ社とＦ社の強み
分析

第１問設問１　Ａ社の事業
の強み

第１問設問２　Ａ社が新市
場を開拓するようになった理
由

第１問　Ａ社のような企業の
海外進出を促している外部
環境の要因

第１問設問１　既存事業を
長期的に継続させるために
必要な施策について、事業を
組み立てていく上での留意点

第１問　研究開発型の中小
企業であるA社を取り巻く外
部環境の変化について分析

第１問　A社の経営を支えて
きたスポーツ用品事業の市
場特性

第２問　事業を急速に成長
させた強み

第１問設問２　Ａ社の外部
環境の変化

第２問　差別化戦略・非価
格競争のための自社の強み

第２問　Ｙ社の要請による
Ａ社の海外進出が実現しな
かった理由

第２問　過去（創業期）に
おける内部環境（弱み）につ
いて分析

第４問　A社の強み

２ 経営戦略の立案
プロセス

第３問　直営路面店の戦略
的位置づけと必要な施策

第５問　一般消費市場進出
の成否とその理由

第２問　Ｍ＆Ａの意思決定
における検討事項

第５問　Ａ社の収益構造の
改善策

３ 成長戦略

第５問設問１　経営管理　
制度導入における留意点

第２問設問１　成長戦略　
実現に向けた海外拠点活用
策

第５問　短期売上推進施策
の提案

第２問設問１　友好的買収
（M&A）のA社事業におけ
る目的と効果

第１問設問１　既存事業を
長期的に継続させるために
必要な施策について、事業を
組み立てていく上での留意点

第２問設問２　成長戦略　
実現に向けた親会社の事業
変革への対応策

第２問設問２
M&Aのメリットとデメリット

第４問　成長戦略製品・市
場マトリックスにおける新商
品開発戦略に対する助言

４ 競争戦略

第５問設問１　既存事業の
変革

第５問設問２　ＷＥＢビジネ
スにおけるリスク（知識問題）

第２問　顧客の競争環境と
Ａ社の商品特性の関係

第１問設問１　既存事業を
長期的に継続させるために
必要な施策について、事業を
組み立てていく上での留意点

第５問設問２　新規事業進
出の留意点

第１問設問２　Ａ社の特質
を踏まえた人事戦略の助言

５ 経営組織の形態
と構造

第３問設問１　社員のモ
ラールの低下の原因（機能別
グループの弊害）

第３問設問１　新規事業展
開に向けた組織の問題把握

第４問設問２　インストア
ショップの従業員の満足度
が低い理由

第４問　目標達成のための
組織管理上の施策

第３問　組織管理上の課題
分析

第３問設問２　社員のモ
ラールの低下の回避策(組織
の再編成）

第３問設問２　新規事業展
開に向けた組織の改善策

６ 組織連携

第２問　主要顧客への依存
度が高い企業のデメリット
（知識問題）

第１問　Ａ社の子会社として
の強み、弱み（知識問題）

第２問　インストアショップ
による多店舗展開のメリッ
ト・デメリット

第２問　Ａ社が新規事業と
なるプラスチック成型事業を
関連会社に移管した理由

第３問　関連会社が手掛け
る事業がグループ売上の
60％を占めるまでに成長した
ことから生じる可能性があ
る経営課題

７ 経営組織の運営

第３問　業績不振を加速さ
せているＡ社の組織的要因

第３問　工場長への権限強
化によるコスト削減効果

第３問　Ｍ＆Ａが与える組
織への影響

第５問　プラスチィク製造を
主力事業としてきたＡ社が
サービス事業（健康ソリュー
ション事業）を拡大させる上
での組織文化の変革・人材
育成における留意点

第４問　ＳＷＳによる生産
性向上の効果と留意点

第４問　人材登用の効果

８ 雇用管理と人事
評価

第４問　高人件費削減の方
法

第４問　賃金制度を評価制
度に連動させた場合の問題
点

第４問設問１　Ｘブランドを
取り扱う従業員の満足度が
低い理由

第３問　成果主義導入のメ
リットとデメリット

第４問　目標達成のための
組織管理上の施策

第４問　海外現地工場の係
長クラスの人材に対して､運
営管理以外に期待する役割
と必要な能力

第１問設問２　Ａ社の特質
を踏まえた人事戦略の助言

第５問　人材の定着率向上
のためのモチベーション管
理施策

第４問　成果主義型賃金制
度を導入しない理由

第４問設問３　社歴が長い
従業員の満足度が低い理由

第５問　日本国内で課長以
上の社員を対象に成果主義
型賃金制度を設計、導入す
る際の留意点

第２問設問１　Ａ社の人事
戦略分析

第２問設問２　非正規社員
のロイヤリティ向上策

第３問　Ａ社の採用方針の
変化についての分析

９ 労務管理・労働
関連法規

第４問　高年齢者雇用制度
のデメリット（知識問題）

10 知識問題

第２問設問２　主要顧客へ
の依存度が高い企業のデメ
リット

第１問　Webビジネスとビジ
ネスモデルの違い

第１問　子会社であること
の強み、弱み

第２問　インストアショップ
による多店舗展開によるメ
リット・デメリット

第１問設問１　ＢtoＣビジネ
スとＢtoＢビジネスの営業活
動の違い

第５問設問２　ＷＥＢビジネ
スにおけるリスク

第４問　高年齢者雇用制度
のデメリット

第３問　所有と経営の分離
のプラス面とマイナス面（事
例企業の成長戦略を加味し
て考える）

＜事例Ⅰ＞　分析表



№ テーマ 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 出題論点

１ 環境分析

第１問設問１　一般印刷事
業により成長した成功要因
分析

第１問　主力製品販売の成
功要因の分析

第２問設問１　最終消費者
向けの製品開発に力点を置
いてこなかった理由の分析

第１問　株式会社化する以
前におけるＡ社の強み分析

第１問　統合前の強みと弱
みの分析

外部環境分析・内部環境分
析

第２問　少人数体制での運
営を可能している経営体制
の分析

第３問　新工場建設による
戦略的メリットの分析

２ 経営戦略の立案
プロセス

第２問設問２　経営危機に
直面する前後の製品の事業
特性の違いの分析

第１問　メンテナンスの事業
化が成功しなかった理由

第１問設問１　Ａ社長の祖
父が描いていた経営ビジョ
ンの分析

第５問　Ａ社の長期的課題
と解決策についての助言

事業領域（ドメイン）の決定
戦略立案プロセス
コア・コンピタンス、デファ
クトスタンダード第３問　HP活用による市場

開拓成功要因

３ 成長戦略

第１問設問２　新規事業が
成果を上げられなかった要
因分析

第３問　ビジョン達成に向け
たリスク分析と助言

第１問（設問２）　前経営者
との経営顧問契約やベテラ
ン従業員を引き受けた理由
の分析

第３問　印刷業から広告制
作業へと事業ドメインを拡大
させたことによる利点と欠点
の分析

第３問　経営統合に先立つ
留意点の助言

成長のマネジメント
多角化
Ｍ＆Ａ、戦略的提携

第４問（設問１）経営統合過
程のマネジメントとして、組
織統合の進め方の助言

第４問（設問２）経営統合
過程のマネジメントとして、
事業展開についての助言

４ 競争戦略

第２問設問１　新規アルバ
ム事業を拡大する際の留意
点

第１問　相対的に規模の小
さな市場をターゲットとして
いる理由の分析

第２問　現経営者が行って
きた戦略上の差別化の内容
と狙いの分析

業界の競争構造分析
競争優位の戦略
競争地位別戦略

第４問（設問２）経営統合
過程のマネジメントとして、
事業展開についての助言

５ 経営組織の形態
と構造

第２問設問２　複数事業間
で全社的に人材の流動性を
確保する組織に改変した理
由

第５問　今後の事業展開に
向けた組織的課題の分析

第３問　組織改編の目的に
ついての分析

第５問　組織再編を見送る
ことにした理由

第４問設問１　今後の事業
展開に適した組織構造の助
言

組織の構成原理
組織形態（静態的組織）
組織形態（動態的組織）

第４問設問２　後継者を中
心とした組織体制において、
目指すべき権限委譲や人員
配置のあり方の助言

６ 組織連携

第１問　印刷工場を持たな
いファブレス化を行った理由
の分析

第３問　大手中食業者との
目指すべき取引関係の助言

企業統治（コーポレートガバ
ナンス）
組織間関係

第４問　２代目が構築してき
た外部企業との関係の今後
の方向性についての助言

７ 経営組織の運営

第４問　社員のチャレンジ
精神や独創性維持のための
取り組みについての助言

第２問　古い営業体質の背
景にあるＡ社の企業風土の
分析

第２問　総務担当責任者が
前任から仕事を引継ぎ、情
報システム化を進めた手順の
分析

モチベーション
モチベーション管理
リーダーシップ
組織と文化

８ 雇用管理と人事
評価

第３問　有能な人材を確保
するための人事施策の提言

第４問　営業社員が新規事
業拡大に積極的に取組むよ
うになった要因分析

第３問　Ａ社長の右腕であ
る執行役員が、部下に伸ば
すことを求めた能力の分析

第２問　Ａ社での経験のな
かった３代目にデザイン部門
の統括を任せた理由の分析

第２問　新規就農者を獲得
し定着させる施策の助言

人事・労務情報
雇用管理
賃金管理

第４問　グループ全体の人
事制度を確立していくために
考慮すべき留意点の助言

９ 労務管理・労働
関連法規

労働基準法等
労働時間管理

10 知識問題

＜事例Ⅰ＞　分析表
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１次　　企業経営理論　経営戦略論　　国際経営・ＣＳＲ・その他経営戦略論に関する事項
１次　　企業経営理論　組織論　　　　組織の構成原理
１次　　企業経営理論　組織論　　　　組織形態（静態的組織）
１次　　企業経営理論　組織論　　　　組織形態（動態的組織）

出 題 傾 向

平成17年度第３問（設問１・設問２）　平成18年度第３問（設問１・設問２）

平成19年度第４問（設問２）　平成23年度第４問　平成26年度第３問

平成28年度第２問（設問２）　平成29年度第５問　平成30年度第３問　令和元年度第５問

令和４年度第４問（設問１・設問２）

学習のポイント

　経営組織の形態に関する問題は頻出分野である。事例企業の問題点と組織形態の関係性を見出
し、環境に合致する最適な組織形態を提案する、といった問題が多い。各組織形態のメリット・
デメリットを確実に理解してほしい。

バーナードの組織論1

　バーナードの組織論は、他の理論の基礎となる考えである。公的組織には組織成立の要件と
組織存続の条件がある。

（１）組織成立の要件

　バーナードによれば、組織の成立には、相互に意思を伝達できる人々がいて、それらの人々
が貢献しようという意欲を持って、共通目的の達成をめざすときに成立する。

①　共通目的
　組織は、個人ではできないことを協働して達成させるために形成されるものであり、共通
の目的が不可欠である。事例企業では、経営理念や目標、その達成のための戦略が明確であ
るか、という観点でチェックしてほしい。

②　貢献意欲
　組織の側から個人に提供される誘引（Ｉ＝ incentive，inducement ）と個人から組織に提

5No.
テーマ

経営組織の形態と構造

組織・人事事例（事例Ⅰ）
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供される貢献（Ｃ＝ contribution ）を比較して、Ｉ≧Ｃが成立しなければ、貢献意欲は維持

されない。事例企業では、誘引（Ⅰ）に関して給与、評価、仕事自体に対する満足度、モチ
ベーションを高める仕組みがあるか等をみてほしい。

③　伝達（コミュニケーション）
　個人の貢献意欲と組織の共通目的を結びつける意思伝達が集団には必要である。事例企業
では、経営理念や方針を従業員に伝える仕組みがあるか等をみてほしい。また、伝達を広義
でとらえ、部門間の情報共有や、知識共有があるか等も気にかけてもらいたい。

（２）組織存続の条件

　バーナードによれば、組織が存続するためには、①組織の有効性と②組織の能率が機能する
必要がある。

①　組織の有効性
　組織の目的を達成する能力である。環境に対して組織目的が適切であるか、手段は適切で
あるかが判別の要素となる。

②　組織の能率
　構成員に適切な誘引を与えることによって貢献を確保し、組織を均衡させる能力である。

　バーナードの組織論は、事例企業を分析する指針となる。

事例に登場する企業のどこに問題があるのか、改善策として方向性はどこにあるか等を読み

解く切り口として利用してほしい。例えば、社長が事業に対して思い入れがあっても、従業

員に伝える努力をしていなければ、社内のベクトルをあわせることはできない。その場合、

問題点は伝達（コミュニケーション）にあり、経営理念の明文化、社内での掲示等の施策が

考えられる。

伝統的組織論2

　管理過程論の創始者ファヨールは、企業の管理活動について研究し、14の組織原則を見出し
た。その中でも以下の４つが重要である。

①　専門化の原則
　業務を分業するとともに専門化を図ることで、習熟度や生産性は向上する。

②　権限・責任一致の原則

　バーナードの組織論は、事例企業を分析する指針となる。

事例に登場する企業のどこに問題があるのか、改善策として方向性はどこにあるか等を読み

解く切り口として利用してほしい。例えば、社長が事業に対して思い入れがあっても、従業

員に伝える努力をしていなければ、社内のベクトルをあわせることはできない。その場合、

問題点は伝達（コミュニケーション）にあり、経営理念の明文化、社内での掲示等の施策が

考えられる。

試験でのチェックポイント
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　担当者には職務遂行に必要な大きさの権限と、同じ大きさの責任を負わせなければならな
い。権限が大きいと濫用や無責任行動につながり、責任が大きいと意欲の低下につながる。

③　統制範囲の原則
　一人の管理者が統制できる人数には限界がある。

④　命令一元化の原則
　一人の上司から命令を受けるようにしなければ、命令間の矛盾等が発生し、規律の乱れに
つながる。

（１）権限委譲

　事例Ⅰでは②権限・責任一致の原則が絡むことが多い。典型的な例は、業務に必要な権

限が担当者に与えられていない、というパターンである。権限委譲が適切でない場合、業

務遂行の遅れ、不適切な意思決定、従業員のモチベーション低下、といったマイナス作用

が表出する。これらの兆候があれば、事例企業で権限委譲が適切に働いているか、をチェ

ックしてほしい。

　権限委譲を適切に行うことで、従業員が自覚を持ち教育効果が高まる、経営者が日常業

務から解放され戦略的な業務に専念できる、といった効果もある。

（２）逆効果に注意する

　基本原則を追求すると、マイナスの作用が働く場合もある。

　①の専門化の原則では、単純作業による意欲の低下、組織の硬直化、部門間の対立等に

注意が必要である。また、事例企業は中小企業であることが多く、一人や特定の部署に複

数の業務を担当させるべきケースもある。

　③の統制範囲の原則では、管理・監督者が多くなると管理コストが増大することに留意

してほしい。

機能別組織3

　機能別組織は、経営層の下に、製造、販売、経理、総務等の職能別の専門部署を配置する組
織形態である。この組織形態のメリットは、専門性の原則により、各部署での、業務の習熟度
が早まり、成果を上げやすくなることが挙げられる。一方、デメリットは、部署間でのセクシ
ョナリズムが発生しやすいこと、経営層の負担が大きくなること、次世代のトップマネジメン
トの養成が難しいこと、である。

（１）権限委譲

事例Ⅰでは②権限・責任一致の原則が絡むことが多い。典型的な例は、業務に必要な権

限が担当者に与えられていない、というパターンである。権限委譲が適切でない場合、業

務遂行の遅れ、不適切な意思決定、従業員のモチベーション低下、といったマイナス作用

が表出する。これらの兆候があれば、事例企業で権限委譲が適切に働いているか、をチェ

ックしてほしい。

　権限委譲を適切に行うことで、従業員が自覚を持ち教育効果が高まる、経営者が日常業

務から解放され戦略的な業務に専念できる、といった効果もある。

（２）逆効果に注意する

　基本原則を追求すると、マイナスの作用が働く場合もある。

　①の専門化の原則では、単純作業による意欲の低下、組織の硬直化、部門間の対立等に

注意が必要である。また、事例企業は中小企業であることが多く、一人や特定の部署に複

数の業務を担当させるべきケースもある。

　③の統制範囲の原則では、管理・監督者が多くなると管理コストが増大することに留意

してほしい。

試験でのチェックポイント

組織・人事事例（事例Ⅰ）
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機能別組織

製造 販売 経理 総務

社長

　一般的には、機能別組織は、次世代のトップマネジメント

の養成が難しいというデメリットがある。しかし、組織編成や後継者候補に与えられた役割

によっては、同組織を利用した後進育成も考えられる。一次知識にこだわるのではなく、与

件文に記載されている企業の状況を踏まえることが重要である。

ライン組織4

　ライン組織では、最上位層（社長）から最下位層（社員）まで指示命令系統が１つのライン
で結ばれる。組織メンバーは直属の上司からのみ命令され、１人の上司と複数の部下という構
成である。

ライン組織

一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員

工場長 開発課長 営業所長 営業所長

製造部長 営業部長

社長

（１）ライン組織のメリット

　ライン組織のメリットは以下の４点が挙げられる。

①　職務の範囲、内容が明確である。
②　指示命令系統が明確である。
③　各職位の責任・権限が明確である。
④　組織間の秩序を維持しやすい。

　一般的には、機能別組織は、次世代のトップマネジメント

の養成が難しいというデメリットがある。しかし、組織編成や後継者候補に与えられた役割

によっては、同組織を利用した後進育成も考えられる。一次知識にこだわるのではなく、与

件文に記載されている企業の状況を踏まえることが重要である。

試験でのチェックポイント



－47－

（２）ライン組織のデメリット

　ライン組織のデメリットは以下の４点が挙げられる。

①　上位層の負担が過剰になる。
②　下位層は権限が小さく、モチベーションが低下しやすい。
③　コミュニケーションの効率が悪い。
④　利益責任の所在がわかりづらい。

（１）権限委譲とあわせて考える

　権限が下位階層に適切に委譲されないと上位階層者の負担が増える、現場のモラールが

低下する、現場への対応スピードが遅れる、といった問題が生じる。

（２）組織横断の仕組みを考える

　ライン組織では組織内のコミュニケーションの効率が悪いので、情報が必要な部門に届

かない、部門間の協力意識が希薄になるといった問題が生じる。顧客の情報が社内に行き

渡らないなどは典型的な例である。情報の共有化、他部門との交流、プロジェクト・チー

ム、といった組織横断の仕組みを構築することで対処することができる。

ライン・アンド・スタッフ組織5

　ラインとスタッフから構成される。スタッフは原則、ラインに対して命令権を持たない。

ラインアンドスタッフ組織

一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員

工場長 開発課長 営業所長Ａ 営業所長Ｂ

製造部長 営業部長

社長

総務部 経営企画室

（１）ライン・アンド・スタッフ組織のメリット

　ライン組織と同じく、指示命令系統が明確である。またライン組織に比べ、専門家の知識を
有効活用できる。

（１）権限委譲とあわせて考える

　権限が下位階層に適切に委譲されないと上位階層者の負担が増える、現場のモラールが

低下する、現場への対応スピードが遅れる、といった問題が生じる。

（２）組織横断の仕組みを考える

　ライン組織では組織内のコミュニケーションの効率が悪いので、情報が必要な部門に届

かない、部門間の協力意識が希薄になるといった問題が生じる。顧客の情報が社内に行き

渡らないなどは典型的な例である。情報の共有化、他部門との交流、プロジェクト・チー

ム、といった組織横断の仕組みを構築することで対処することができる。

試験でのチェックポイント

組織・人事事例（事例Ⅰ）
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（２）ライン・アンド・スタッフ組織のデメリット

　ライン組織と同じく、上位階層の負担が大きく、組織内のコミュニケーション効率が悪い。
利益責任の所在がわかりづらいことも同様である。また、ラインとスタッフのバランスが崩れ
ると組織の混乱や派閥が生じる。スタッフ組織はライン組織に命令権を持たないが、事実上の
権限を持ってしまい現場を振り回してしまう場合がある。スタッフ組織の権限は明確化されて
いなければならない。

事業部制組織6

　事業ごとに、利益責任と権限を持たせた組織形態である。各事業部が生産、販売、企画等そ
れぞれの事業に必要な機能を持つ。

事業部制組織

一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員

営業課長 生産課長 営業課長 生産課長

Ａ事業部長 Ｂ事業部長

社長

総務部 経営企画室

（１）事業部制組織のメリット

　事業部制組織のメリットは、以下の４点が挙げられる。

①　事業部ごとの利益責任が明確になる。
②　事業部長が権限を有していて、調整、承認といった社内手続きが少なくなり、意思決定が
速くなる。

③　事業が限定しているので、市場対応の質とスピードが向上する。
④　幹部に経営者としての自覚と経験を与え、経営者候補として育成することができる。

（２）事業部制組織のデメリット

　事業部制組織のデメリットは、以下の４点が挙げられる。

①　事業部が独自の路線を進めてしまい、全社方針から逸脱した行動をとる恐れがある。
②　業務の重複、二重投資などの無駄が発生しやすい。
③　利益責任から、事業部が短期業績志向になりやすい。
④　事業部間の壁が生じ、互いのコミュニケーションが困難になる。
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（１）二重投資・仕事の重複

　事業部ごとに必要な機能を有するため、二重投資や仕事の重複等が起こることが多い。

独立した事業部にするだけの事業内容であるかどうか、本社での集約を図れないか等を

考慮すべきである。

（２）編成基準

　製品・サービス、地域、顧客等の明確な編成基準により各事業部が構成される。しかし

事例企業では、地域別と顧客別が混ざっている等、編成基準が曖昧な企業が多い。また、

環境の変化に応じて編成基準の軸を変える必要があるというケースも考えられる。企業を

取り巻く環境に対して、ベストな事業部編成になっているかに着目してもらいたい。

カンパニー制組織7

　事業部制組織を独立会社に近づけた組織である。個々のカンパニーに人事、予算等の権限を
委譲し、カンパニーのトップ（プレジデント）に経営責任を負わせる。各カンパニーの事業規
模が一定以上であることが求められる。

（１）事業部制組織との違い

　各カンパニーが社内資本金を持ち資本効率を重視することが事業部制組織との違いである。
また、事業部制組織よりもプレジデントが有する権限が大きい。多額な投資、カンパニー内の
役員の人事等も、プレジデントが権限を有する。いわばバーチャル分社といえる。

（２）カンパニー制組織のメリット

　社内カンパニー制は、プレジデントの持つ権限が大きく、指示決定の迅速化、創造性の発揮、
企業家精神の醸成等が期待できる。

（３）カンパニー制組織のデメリット

　カンパニーの赤字が続くと社内倒産に追い込まれるなど、プレジデントの負う責任が大きく
なる。その一方で、資金調達は本社に依存していることが多く、プレジデントの財務マインド
を醸成しづらいといった育成面での限界もある。

持ち株会社8

　いくつかの企業を支配するために、それらの企業の株式を保有する会社をいう。社内カンパ
ニー制よりも独立した企業活動が可能である。

（１）二重投資・仕事の重複

　事業部ごとに必要な機能を有するため、二重投資や仕事の重複等が起こることが多い。

独立した事業部にするだけの事業内容であるかどうか、本社での集約を図れないか等を

考慮すべきである。

（２）編成基準

　製品・サービス、地域、顧客等の明確な編成基準により各事業部が構成される。しかし

事例企業では、地域別と顧客別が混ざっている等、編成基準が曖昧な企業が多い。また、

環境の変化に応じて編成基準の軸を変える必要があるというケースも考えられる。企業を

取り巻く環境に対して、ベストな事業部編成になっているかに着目してもらいたい。

試験でのチェックポイント

組織・人事事例（事例Ⅰ）
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動態的組織9

　企業を取り巻く環境の変化は急速であり、企業には迅速かつ柔軟な対応が求められる。固定
的な組織では対応ができないような場合は、社内外から適切な人選を行い臨時的なチームを結
成する。
【動態的組織の設置の例】

・営業・開発・生産現場の人間が集まり、新商品を開発する。
・生産性を向上させるため、製造、物流等の人間が集まり、全社的に業務を見直す。
・女性が働きやすい職場作りを目指し、複数の部署の人間が集まり、社内規定や職場環境を見直
す。

（１）プロジェクト組織

　特定のプロジェクトに対応するため、各部門から専門家を集めて形成された臨時的組織であ
る。基本的には予算の決定権があり、メンバーはプロジェクトに専従する。

（２）タスクフォース

　プロジェクト組織と同義に使われることも多いが、以下の点で異なる。

①　メンバーは現状の職務と兼任である。
②　基本的に予算の権限がない。
③　プロジェクト組織よりも短期的である。

（３）課制廃止

　社内の課等の仕事の区分単位を廃止して、プロジェクトや事業ごとにチームを結成するもの
である。環境に応じて流動的に人材の活用を図ることができる。少数精鋭の組織、成長が早い
ベンチャー企業等に向く。

（１）教育効果

　プロジェクト組織等での業務は、固定化された日常とは異なる。異なる部門の人たちの

意見にも触れることができる。結果、従業員の視野を広げ、成長を促す効果がある。

（２）組織横断の効果

　さまざまな部門から人が集まるため、部門間のコミュニケーションを活性化するきっか

けとなる。与件企業がライン組織やライン・アンド・スタッフ組織等の情報伝達の効率が

悪い組織であった場合、動態的組織を利用することも提案として考えられる。

（１）教育効果

　プロジェクト組織等での業務は、固定化された日常とは異なる。異なる部門の人たちの

意見にも触れることができる。結果、従業員の視野を広げ、成長を促す効果がある。

（２）組織横断の効果

　さまざまな部門から人が集まるため、部門間のコミュニケーションを活性化するきっか

けとなる。与件企業がライン組織やライン・アンド・スタッフ組織等の情報伝達の効率が

悪い組織であった場合、動態的組織を利用することも提案として考えられる。

試験でのチェックポイント
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（３）人材・ノウハウ活用

　事例に登場する企業は中小企業であることが多い。新規事業や商品開発等に専門の部署

を設ける余裕はない。そのような場合には動態的組織を用いた提案をするとよい。社内の

さまざまな部門から人が集まるため、それぞれの持つノウハウや情報等を活用できる。

（３）人材・ノウハウ活用

　事例に登場する企業は中小企業であることが多い。新規事業や商品開発等に専門の部署

を設ける余裕はない。そのような場合には動態的組織を用いた提案をするとよい。社内の

さまざまな部門から人が集まるため、それぞれの持つノウハウや情報等を活用できる。

組織・人事事例（事例Ⅰ）


